
入札説明書 

 
国立療養所星塚敬愛園の入所者居室周辺等環境整備業務委託一式調達契約に係る入札公

告（令和 6 年 2月 6日付）に基づく入札等については、会計法に定めるものの他、この入

札説明書によるものとする。 

 

１．契約担当官等 支出負担行為担当官 

国立療養所星塚敬愛園 事務部長  石川 秀利 

 

２．調達内容 

 (１) 調達件名及び数量 入所者居室周辺等環境整備業務委託 一式 

（２）調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書による。 

(３) 履行期間または履行期限 令和 6 年 4 月 1日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

 (４) 履行場所 国立療養所星塚敬愛園 

(５) 入札方法 

最低価格落札方式により落札者の決定を行うものとする。 

1)入札者は、業務の履行に要する一切の諸経費を含め契約金額を見積るものとする。

ただし、仕様書に定める物品等の費用を除く。 

2)入札金額については、1)にかかる総価を記入すること。 

3)落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに

相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110

分の 100 に相当する金額を記載した入札書を提出しなければならない。 

4)入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

(６) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(７) 電子調達システムの利用 

本案件は、証明書等の提出・入札を電子調達システムで行う案件である。 

なお、電子調達システムによりがたい者は、支出負担行為担当官に「電子調達案件

の紙入札方式での参加について」（別紙様式）により申し出るものとする。 

 

３．競争参加資格 

(１) 予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条

中、特別の理由がある場合に該当する。 

(２) 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(３) 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(４) 令和 04･05･06 年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、九州・沖

縄地域で「役務の提供等」で、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされているものであること。 

(５) 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者である

こと。 



(６) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

(７) 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の 

   直近２年間（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

①厚生年金保険 ②健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

③船員保険 ④国民年金 ⑤労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 

注）各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を完了す

べき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべ

き日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分

納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

(８) 入札書提出時において、過去１年以内に厚生労働省所管法令違反があり、社会通念

上著しく信用を失墜しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者でない

こと。 

(９) その他予算決算及び会計令第 73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める

資格を有するものであること。 

 

４. 競争参加資格の確認等 

この一般競争に参加を希望する者は、３．に掲げる競争参加資格を有することを証明

するため、次に従い関係書類を提出し、支出負担行為担当官から競争参加資格の有無に

ついて確認を受けなければならない。 

ただし、３．（４）の登録を受けていない者も、３．（（４）を除く）に掲げる事項を満

たしているときは、開札の時において、３．（４）に掲げる事項を満たしていることを条

件として競争参加資格があることを確認するものとする。当該確認を受けた者が本競争

に参加するためには、開札の時において３．（４）に掲げる事項を満たしていなければな

らない。 

なお、期限までに関係書類を提出しない者並びに競争参加資格がないと認められた者

は、本競争に参加することができない。 

1)提出期間 令和 6 年 2 月 6 日から令和 6 年 2 月 28 日までの土曜日、日曜日及び休

日を除く毎日、9 時から 17 時まで。 

2)提出場所 〒893-8502 鹿児島県鹿屋市星塚町 4204  

国立療養所星塚敬愛園 会計班長 井手 尚文 

電話 0994-49-2500（内線 490） 

3)提出方法 電子調達システム、持参又は郵送（書留郵便で上記期限までに必着のこ

と。） 

4)提出書類 ア 資格審査結果通知書の写し 

イ 保険料納付に係る申立書（別紙様式） 

ウ 自己申告書（別紙様式） 

 

５．入札書の提出場所等 

(１) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合せ先 

４．２）に同じ 



(２) 入札説明会の日時及び場所 

新型コロナウイルス感染防止のため実施しないが、質問等に対してはメール・FAX・

電話にて対応 

(３)競争参加資格確認関係書類等の提出期限 

令和 6 年 2 月 28 日 17 時 00 分 

(４) 入札書の提出期限 

令和 6 年 2 月 28 日 17 時 00 分（郵送する場合には必着のこと） 

(５) 紙入札による場合の入札方法等 

1)入札書の提出方法 

a)競争参加資格者の場合（本店の代表者が直接入札する場合) 

入札書は様式１にて作成し、封筒に入れ封印し、かつ、その封皮に氏名（法人

の場合はその名称又は商号）、宛名（国立療養所星塚敬愛園支出負担行為担当官

殿と記載）及び「入所者居室周辺等環境整備業務委託一式 入札書在中」と朱

書きしなければならない。 

b)競争参加資格者以外の場合（各支店・営業所等） 

（ア)支店長・営業所長が入札する場合（代理人） 

入札書は様式２にて上記 aに同じとする。委任状については、競争参加資

格者からの委任状（様式４）を提出するものとする。 

（イ)本店の社員が入札する場合（代理人） 

入札書は様式２にて上記 aに同じとする。委任状については、競争参加者

からの委任状（様式５）を提出するものとする。 

（ウ)支店・営業所等の社員が入札する場合（復代理人） 

入札書は様式３にて上記 aに同じとする。委任状については、競争参加者

からの支店長・営業所長等への委任状（様式４）及び支店・営業所長等か

ら社員への委任状（様式６）を提出するものとする。 

（エ)上記各委任状の提出がない入札書は無効となるので注意すること。 

2)郵便（書留郵便に限る）により提出する場合 

二重封筒とし、表封筒に「入所者居室周辺等環境整備業務委託一式 入札書在

中」の旨朱書きし、中封筒の封皮には直接提出する場合と同様に氏名等を記し、

４.２)宛に入札書の受領期限までに送付しなければならない。 

(６) 入札の無効 

1)本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者

に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。また、入

札に参加した者が(3)の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書

に反することとなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

2)国の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令（昭和 55 年政令第 300

号）第８条第３項の規定に基づき入札書を受領した場合であって、当該資格審査

が開札日時までに終了しない時又は資格を有すると認められなかった時は、当該

入札書は無効とする。 

3)７．（２)の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反するこ



ととなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

(７) 入札の延期等 

入札者が相連合し、又は、不穏の挙動をする場合であって、競争入札を公正に執行

することができない状態にあると認められる時は、当該入札を延期し、又はこれを取

り止めることがある。 

(８) 代理人による入札 

1)代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定める委任

の手続きを終了しておかなければならない。なお、電子調達においては、復代理

人による応札は認めない。 

 代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名又は商号、代理

人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名を含

む。）をしておくとともに、入札書の受領期限までに委任状を提出しなければなら

ない。 

2)入札者又はその代理人は、本件調達にかかる入札について他の代理人を兼ねるこ

とができない。 

 

６．開札 

(１) 開札の日時及び場所 

令和 6 年 2 月 29 日 10 時 00 分 国立療養所星塚敬愛園図書室 

 (２) 再度入札の取扱い 

開札の結果、入札者の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、

再度の入札を行う。電子調達システム、電話等により通知するので、再度入札が行え

るように待機しておくこと。 

 

７．その他 

(１) 契約手続に使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(２) 入札者に要求される事項 

入札に参加を希望する者は、４.4)に掲げる書類提出時にあわせて、支出負担行為担

当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙様式)を提出しなければ

ならない。 

また、入札者は、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合は、

それに応じなければならない。 

(３) 落札者の決定方法 

最低価格落札方式とする。 

1)本入札説明書の規定に従い入札書を提出した入札者のうち、競争参加資格及び仕

様書の要求用件をすべて満たし、契約を履行できると支出負担行為担当官が判断

した入札者であって、予算決算及び会計令第 79 条の規定に基づいて作成された

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 



2）最低価格の入札者となった場合でも、最低入札価格が予定価格に比して著しく低

く、その価格によって契約することにより、契約の内容に適合した履行がなされ

ない恐れがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなる恐れがあって、著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限範囲内の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもっ

て入札した他の者を落札者とすることがある。 
3)落札者となるべき者が二人以上あるときは、入札執行事務に関係ない職員がこれ

に代わってくじを引き落札者を決定する。 

4)落札が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額

を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知書により通知するものとする。 

(４) 契約書の作成 

1)競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、延滞なく契約書を取り交わ

すものとする。 

2)契約書を作成する場合において、必要があると認めるときは、まず、契約の相手

方が契約書の案に記名押印し、さらに、支出負担行為担当官が当該契約書の案の

送付を受けてこれに記名押印するものとする。 

3)2)の場合において支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通

を契約相手方に送付するものとする。 

4)支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契

約は確定しないものとする。 

5)契約締結日は令和 6 年 4月 1日とする。ただし、契約締結日までに令和 6年度の

予算（暫定予算を含む。）が成立しなかった場合は、契約締結日は予算が成立した

日以降とする。また、暫定予算になった場合、全体の契約期間に対する暫定予算

の期間分のみの契約とする場合がある。 

(５) 支払条件 

月毎に支払うものとする。業務の履行の確認又は検査を終了した後適法な支払請求

書を受理した日から、３０日以内に契約金額を支払う。なお、月毎の支払額は「国等

の債権債務等の金額の端数計算に関する法律」第 3 条の規定による。 

（６）落札者に求められる義務 

落札者は落札決定後、以下の書類（別紙「提出書類」参照）を提出しなければなら

ない。 

①入札金額にかかる算出内訳書（経費区分毎） 

②従事者名簿（任意様式） 

③３．（７）に定める保険料について滞納がないことが確認できる資料 

(７) 障害発生及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。 

・ヘルプデスク 0570-014-889（8:30～18:30 土日祝祭日を除く) 

・ホームページ https://www.geps.go.jp/ 

ただし、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、

５.（１)の入札書の提出場所に連絡すること。 


